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� はじめに

1997年 7月タイから始まった �アジア通貨危
機� は� ほぼ同時に ASEAN近隣諸国を巻き込

み� さらに韓国そしてロシアにも波及した� マ
レ�シアを除く各国は� IMFの �構造調整� を受
け入れることで金融支援を得て� 経済危機からの
脱出を図った� しかしそれは� インドネシアの政
変を典型として� 各国の政治経済構造を大きく変
えるものであった� �構造調整�を拒否したマレ�
シアの場合1�� マハティ�ル首相を中心とする現
体制は大きく揺らぎはしなかったが2�� それまで
の開発政策が抱える問題点を改めて示すもので

あった�
よく知られているように� ASEAN主要 4ケ国

�マレ�シア� タイ� インドネシア� フィリピン�
は積極的に外資を受け入れ� 輸出を中心に工業化
�経済開発を進めてきた� それは隣国シンガポ�
ルを含むアジア NIEsに引き続く� いわばその
�第二陣�に当たる�なかでもマレ�シアは��あ

とで見るように��� 輸出部門ばかりでなく輸入
代替の �国産化� 部門にも外資を導入し� それら
に強く依存した経済構造となっている� そのこと
がもたらす弊害� またそこから脱却する努力の遅
れなど� に対し �外資の悪用� �青木 �1998� 147

ペ�ジ� という言葉が投げかけられている�
1996年から始まった �第 2次工業基本計画

�IMP2�� は� 2020年にマレ�シアが先進国入り
を果たすという�野心的な �ビジョン 2020� の前
半部分を担うものである� 当然� 今回の �危機�
によって見直さざるを得ないが� 1998年 7月に

出された National Economic Recovery Plan

�NERP� を見る限り3�� 通貨金融政策に偏った
�調整� にとどまっている� 今回の �危機� の国内
要因� なかでも産業構造上の問題に着目した
OECD �1999� によれば� マレ�シアは� �過剰生
産能力� �技術受容力不足� �中小企業にとっての
不利な条件� という主要な構造的弱点において�
いずれも �上位� につけている �表 1�� これら問
題のいくつかは� 既に� マレ�シア自身によって
も認識されていよう� しかし� その根本にある開
発政策そのものを� 再検討するまでには至ってい
ないのが現状である�
マレ�シアのような �国民経済� 建設途上にあ

1� 安 �2000� が注目するように� マレ�シアが �IMF会

員国として IMFの年次政策協議義務を履行し� また通貨
危機の初期段階で IMFの政策勧告事項を受諾して� �170

ペ�ジ�� �事実上の IMF構造調整政策を履行した� �171

ペ�ジ� ことは事実である� しかし� IMFの緊急融資を

拒否したことは� それに伴う政治経済システムの改変を
認めなかったことである� ここでいう IMF �構造調整�
には� 後者の意味をも含ませている�

2� アンワル財務長官	副首相の解任	投獄など� 反対勢
力を �力� で排除してのことだが�

3� もちろん� この NERPが緊急対策を中心としたもので

あって� 後述する産業構造改革がより長期にわたる課題
である点� 異なっていよう� しかし� 彼らの �危機� の
捉え方を端的に表している� また �マレ�シア� なお夢
の中� �
日経産業新聞� 2001年 10月 3日付� も参照�
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る国にとって� 中小企業育成の課題とは� 経済開
発なかでも産業政策において� 中小企業に �国民
経済� 上の正当な位置付けを与えることであろ
う� それは� とりもなおさず産業政策そのものの
問題でもある� したがって本稿では� マレ�シア
において中小企業育成が産業政策上いかなる位置

を与えられ� 現在どのような矛盾を孕むことに
なったか� 検討してみたい�

� マレ�シアにおける中小企業と支援政策

�1� 経済発展の特徴と産業構造
かつて GDP比で 30�を超えていた農林水産

業は� 2000年現在わずか 8.7�にまでその国民経
済上の地位を低下させている� 一方� 製造業は
1987年 19.8�であったのが� 1990年 24.6��
1995年 27.1�� そして 2000年には 33.4�へと
着実に伸びている�輸出でみても� 70年代当時そ

の半分以上が粗原材料��ゴム�すず�材木�ヤ
シ油�石油の �5大一次産品� ��だったのが�
製造品の占める比率が上昇し� 1970年 11.9��
1980年 22.4�� 1990年すでに過半の 58.8�と
なっている� 1995年 79.6�そして 2000年現在

は 85.2�である �後掲表 5� 参照	�
こうした産業構造�輸出構造の急速な工業化の
なかでも� 電機�電子部門の比重はことに輸出に

おいて高い� 製造業付加価値額で見ると� 1995

年 �電機� �電子� 合わせて 24�6�� 2000年には

30�1�であったが4	� 製品輸出でみると 1995年

に 65�7�� 2000年現在は 72�5�を同部門が占め
ていたのである �EPU �2001b	� Table 9-1&9-

2, p. 236 & 238	�その背景には�この分野を中心
とした外資系企業の存在がある� 外国からの直接
投資 �累積	 が GDPに占める比率は� 1980年

21�1�だったのが 1990年 24�1�� そして 1998

年にはなんと 67�0�にまで達したのである
�UNCTAD �200a	� Annex table B. 6, p. 328	�
1996年の産業別の外資系シェアは表 2のとおり

である� 見られるとおり� �電子�電機� が生産
額�雇用における最大部門で� かつそこでの外資
比率が� �計測機器等� を除けば� もっとも大き
い�
�電子�電機� に次ぐのが自動車を中心とする

�輸送設備� である� 1995年の製造業付加価値

シェアでみると 9�2�� 2000年 10�5�を占めて

4	 �電機� �電子� それぞれで見ると� 1995年 1�8�と
22�8�� そして 2000年 2�2�と 27�9�である� したがっ
て� これらのうち �電子� 部門がその主要な対象となる�
統計上の表記とは違って� 以下では �電子機器� という
表現で��電機�電子部品を含んで��� これら �電
機�電子� 分野を一括する�

表 + アジア各国の主要な構造的弱点

過剰生産能力 技術受容力不足 中小企業の不利な条件
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�出所	 OECD �+333	, Table-, p. ,3�
�注	 
は各要素が問題をもつ程度を表し� 
から



まで程度が大きくなる�
�は �不明�� Noは �問題なし��
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いる �EPU �2001b�� Table 9-1, p. 236�� 東南
アジアで �国民車� を維持している数少ない国の
1つであるマレ�シアにおいて� 自動車は��同
じく国策会社による製鉄�石油�セメントと並ん
で�� �輸入代替型� を代表する産業となってい
る� こうしてマレ�シアの製造業は� �輸出志向
型� として外資系の電子機器を筆頭とする諸産
業� 同じく輸出比率は高いが従来の一次産品を加

工する �資源ベ�ス型��そして基本的に国内市場
への供給をめざす �輸入代替型� に分かれる �表
3��
したがってマレ�シアの経済構造は� 主体で分
けると� 外資系と国内の �国営� �および民間� 企
業� そして産業で分けると� �輸出志向型� と �輸
入代替型� �および �地場�� の 2つが� 相互に関
連性が弱く� いわば �二重経済� を成している�

表 , 産業別生産額�雇用と外資系企業のシェア �+330年�

産 業
生産額

�+**万リンギ�
外資系企業の

シェア �	�
雇 用

�人�
外資系企業の

シェア �	�

食品 -.,,3-.2 +0.* 33,2.0 ++.0

飲料 +,/02.0 -..3 /,+.. ,..*

タバコ +,122.1 01.* +-,033 +..+

繊維 0,-+*.. .2.2 /*,3., -0.3

衣類 -,-,..- +3.- 0,,+*+ +3.+

皮革 +3..* -..3 ,,33* ,3..

履き物 +.2.1 ,/.0 ,,02* +1.0

木材 +,,+3+.2 +..- +.2,3*/ +-.-

家具 ,,22/.0 -*.3 .+,-00 +3.-

紙 -,/2-.* 2.3 ,.,+1+ 1.+

印刷 -,1+/.2 +*./ -0,1*1 1.-

産業化学 +,,3.2./ -,.. +.,.33 -/.2

その他化学 -,3-/.- .3.- +3,.3. -..3

石油精製 0,1/3.0 n.a. ,,/3. n.a.

石油�石炭 /+..2 0/., +,*,. ,1.1

ゴム 3,12*.. --., 03,,1+ -..-

プラスチック 1,,+..2 ,+.. 1/,-.3 +3.-

陶磁器 -+2.. -*.2 0,20, ,..-

ガラス +,00*.0 /2.1 2,.-3 /*..

非金属鉱物 1,1*..3 +,./ ./,333 2.1

鉄鋼 3,/0+., 2., ,.,0/+ 2.*

非鉄金属 -,*.+./ -1.3 +*,+21 .-.0

金属製品 3,,0+., ,3.2 1+,,23 ,+.2

一般機械 +/,23/.1 03.2 1.,31/ /..,

電子�電機 3.,/,3.1 11.3 .--,+// 1,.*

輸送機器 +/,23+.2 1.1 //,2+3 +*.1

計測機器等 ,,0/+.* 3/./ ,,,31- 3*.1

その他 +,10+./ -*.3 ,-,0,+ /+.,

合 計 ,1-,.-3.+ .0.+ +,..2,1/, -2.+

�注� 生産額については +*万リンギで四捨五入しているため� 各産業の合計値と下段の合
計とは異なる�

�出所� 穴沢 �,***�� 1ペ�ジ� Department of Statistics内部資料 .
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おまけに� 既述の �資源ベ�ス型� がこれまでの
モノカルチャ�の痕跡を残しているのと似て�
�輸出志向型�は電子機器に偏った �工業モノカル
チャ�� であって� その他の国内志向産業との違
いを際立たせている� さらに� 後述する FTZに

拠るこれら �輸出志向型� 産業の多くが� 最終組
立のみを行い� �上流�部門をマレ�シア国内に持
たず� 産業内リンケ�ジも欠如していることが加
わる� こうして産業構造の点で� 産業間および産
業内の相互連関が弱いことが� マレ�シア経済の
最大の弱点だとみなされているのである�

�2� 製造業における中小企業の位置
マレ�シアにおける中小企業の正確な数� また
その産業分布��製造業に限らない全ての��に
ついて� 知りうる統計はまだない� これは 1999

年現在の� 企業数による分布と思われるが� 最近
の通産相の発言によれば� 中小企業の 9割が製造

業に集中し� そのうち約 20�が食品�飲料�

18�が金属加工�機械�設備� 17�が木材関連�
そして 12�が衣料であるという5�� 上で見たよう
に電子機器�自動車という工業化を主導した機械
産業の� �裾野�に当たる分野がそれに見合った形
で成長しているとは� とうてい思えない� 次に見
るように� このことは製造業に属する中小企業
	SMI� の全体についても� 言えるのではないか
	なお�ここで SMIとは� 1998年に変更された現

在の定義によって�正規従業員が 150人以下かつ

年間売上げが 2,500万リンギを超えない製造業

企業のことである��
マレ�シア通商産業省 	MITI 	2000�� によれ
ば� 1999年現在� SMIが製造業全体に占める割

合は� 産出額で 18.9�� 付加価値額で 20.9�� 雇
用数では 29.7�である� 中小企業全体について

5� 2001年 3月 29日� �製造業投資全国セミナ�� にお
けるラフィダ通産相の発言�
	http:// www.miti. gov. my/ ucab-24apr01. htm�

表 - 製造業の業種別輸出比率と付加価値率
	単位
 ��

輸出比率 付加価値率

資源ベ�ス型 パ�ムオイル精製 01 ++

ゴム加工 3/ +.

木製品 	製材� ++/ -,

	その他� 01 -0

ゴム製品 ,* -,

小計 1, +3

輸入代替型 食料�飲料�タバコ +. ,2

紙�ボ�ル紙 +. .+

化学�石油製品�プラスティック ,, -+

非金属鉱産物 +3 .3

鉄鋼�金属製品 ,, ,/

輸送機器 1 ,2

小計 +2 -+

輸出志向型 繊維�ガ�メント 1/ -,

機械 .2 ,3

電機�電子 +*2 ,-

小計 30 ,/

	注� いずれも粗生産比率で +321年値�
	出所� 青木 	+323�� +*1ペ�ジ�

原資料は Jomo K. S. (ed.) (1993), Industrialising Malaysia, Routledge, p. -1�
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APEC域内で比較すると� 企業数はともかく雇用
数で見ると� 他の加盟諸国に対して��定義が異
なるから単純に比較は出来ないが��比重は大き
くなく� むしろ小さいと言ってよい �表 4�6�� ま
た別の資料によると� 1980年代から 1990年代

央にかけて� その比重を低下させていることが窺
える �Hashim �1999�� p. 44など��
さらに問題を複雑にしているのは� マレ�シア
に特有なエスニックな所有構成である� 国民の 6

割を占めるマレ�系��北ボルネオ原住民を含め
てブミプトラ ��土地の子�� と呼ばれる��が法

人資本の 2割� 華人系を中心とした �非ブミプト
ラ� 企業が 7割であって� 後で見るブミプトラ政
策にもかかわらず� 政府のめざす国民化�ブミプ
トラ化は進んでいない� こうした政策そのものが
正しいか� その是非も問われよう�
このように� 中小企業が製造業で��企業数に
比して��十分な比重を占めない原因が� 上で見
たような� マレ�シアの産業構造上の問題にあ
る� また� それを導いた開発政策にある� と想像
できよう� その上でのことだが� はたしてマレ�
シアにおいて中小企業政策は� どのような位置付
けを与えられてきたのだろうか	

�3� 中小企業育成の政策的位置付け �社会政
策から産業政策へ

Chiu �1999� は� 1990年代半ばまでのマレ�
シアの中小企業政策を� その工業化諸段階に対応
させて跡づけた� それによると� 画期となったの
は �第 1次工業化基本計画 �IMP1�� が登場した

6� マレ�シア生産性センタ� �NPC� によると� 1995

年製造業雇用の 17�9
が中小企業で占められている
�Hashim �2000�� p. 26� TABLE4�� 表 4と同じく低

い数値であって� MITIとは異なる基準に拠るのかも知れ

ない� ともかく� 関係官庁のそれぞれで掌握する中小企
業が異なるのに対応して� 中小製造業の統計数値が相互
に比較できない状態こそ� マレ�シアの中小企業政策の
主体が置かれている状況を� 端的に表している�

表 . APEC加盟�主要各国における中小企業の比重
�単位 � 
 �カッコ内 年�

事業所数 雇用者数

オ�ストラリア 30.2 �+331� * /*., �+331� *

カナダ 32.* �+330� 3..* �+331�
チリ +/.1 �+33-� -0./ �+33-�
中国 33.* �+33-� 12.2 �+33-�
香港 32., �+33/� 0*.1 �+33/�
インドネシア 32.* �+330� 22.- �+330�
日本 32.2 �+330� 11.0 �+330�
韓国 33.* �+33-� 03.* �+33-�
マレ�シア 2..* �+331� +,.- �+331� **

メキシコ 32.1 �+33.� 11.1 �+33.�
フィリピン 33./ �+322� 00., �+330�
ロシア 2/.0 �+33-� --./ �+33-�
シンガポ�ル 3+./ �+33/� /+.2 �+33/�
台湾 31.2 �+331� 12.. �+331�
タイ 3/.2 �+331� +2.+ �+330�
アメリカ合衆国 30.* �+33-� 03.* �+33-�
ベトナム N.A. �入手不能� 2/.* �+332�

�出所� APEC SME Guide ,***, Table +�
�注� *小企業のみの数値

**従業員 /*人以下の �小企業� の数値と思われる�引用者
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1986年� �投資促進法� によってそれまでのブミ
プトラ優先政策を緩和し� 大企業に厚い優遇政策
を中小企業にも拡張したことを契機に� 大きく転
換されたことであった� 直接には前年の不況��
世界不況下初めてのマイナス成長��を� いっそ
うの外資導入によって克服しようとする意図から

始めたのだが� 中小企業育成についても� それま
での社会政策的考慮を緩和して� 本格的に工業化
政策の体系に組入れたものである�
振り返ってみると� 1957年独立の後� マレ�

シアはゴム�スズなど一次産品の生産輸出に過度
に依存したモノカルチャ�経済を是正しようと�
1960年代まで �第 1次輸入代替工業化� を追求
してきた� それは同時に� 農村部に集中するブミ
プトラ住民が一次産品加工や消費財生産を担うべ

く� 中小企業の起業を促進し彼らの経済力向上を
図る政策でもあった� 1969年の人種暴動 �5�13

事件� を契機にブミプトラ政策は強化される�
1971年登場した �新経済政策 �NEP��は他面で�
外資導入による �輸出志向工業化� への工業化政
策の大転換を伴い� 現在にいたるマレ�シアの
�二重経済� を決定付けた� しかし� それを基礎付
けた 1975年の �産業調整法 �ICA�� は同時に�
ブミプトラ優先のライセンス取得��もともと投
資奨励の大企業のみを対象としてきた��を� 中
小企業にも求めたのである�

NEPの下� 4次にわたる �マレ�シア計画
�MP�� において� 中小企業はブミプトラ企業の
苗床として位置付けられた� しかし､第 4次計画

において初めて産業内リンケ�ジの課題が示され
る一方� 1981年MITIに小企業局が新設され�中
小企業政策はしだいに工業化� とくに産業構造政
策の色彩が濃くなっていく� その 5年後に登場し

た IMP1は� 国連工業開発機構 �UNIDO� との共
同策定であるが� そこではマレ�シア産業構造の
歪みが指摘され� 中小企業はそれを修正する担い
手として位置付けられた� 具体的には� 外資が機
械完製品の加工組立を担う一方� それへの部品供
給をマレ�シアの中小企業が �下請� として担う

ことによって� 産業内リンケ�ジが形成されると
考えたのである7��
現在のマレ�シアの中小企業政策は� ポスト

NEPを意識した 1991年の 3つの重要な中長期

計画� �ビジョン 2020� �全国開発政策 �NDP��
�第 2次将来展望計画概要 �OOP2�� を直接の根
拠としている� それらの詳細は措くとして� 支援
機関の整備は遅れて��ブミプトラ企業の支援を
中心に諸施策はすでに存在した��� 次にみるよ
うに 90年代も後半に入ってからである�

�4� 支援政策の �体系� � SMIDECによる裾野

産業育成の段階へ

国家開発評議会 �NDC� の SMI振興にかんす

る政策ガイドラインが出たのは 1992年であっ

た� しかし� 実際にMITI内にその中心的な政策

実施機関� 中小産業公社 �SMIDEC� が設置され
たのは� 1996年である� 1992年に� 従来の 13

省庁 30機関から主要 5省庁へと� 管轄機関が簡
素化されているから� さらに 4年かかったことに

なる� しかも現在なお様	な機関が管掌し� 政策
もいわば �総花的� である� 基本法もなく� 別に
ブミプトラ政策が並行�輻輳しており� 真に独立
した政策体系とは言いがたい状態にある�

SMIDECは� 確かに中小企業対策に専門化し
た機関であるが� 言われるような �ワンストップ
エ�ジェンシ��では到底ない�MITI同様�商業
部門は担当していない� スタッフが限られてお
り� 2000年現在で 60名である� 地方事務所も開
設予定と伝えられるが� 基本的に従来の関係機関
の間に立つ� �コ�ディネ�タ� 役に徹している�
たとえば金融支援のすべてに関わるが� �設備�
開業� については��これまでの経過から��多
くの他の機関と分担している� むしろ特徴は� 8

7� 実際には� 産業構造全体の問題として捉える �筆者の
ような� 立場と� 広義の輸出産業内のそれとして捉える
マレ�シアなどの理解とでは異なる� この点は後に関説
するであろう�
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つあるプログラムのうち 4つが関係しているよ

うに� 中小企業の技術力向上に注力していること
である�
その背景として� 中小企業についてこの間強調
されるようになってきたことは� 産業政策上� い
わゆる裾野産業 �サポ�ティング�インダスト
リ� � SI� を担うものとしての位置付けである�
もっとも SIの正確な定義は困難である� もとも
と� マレ�シア等で外資依存の工業化が最終組立
から始まった経過から� それへの素材�部品供給
が �周辺	 �補助	 的な位置を占めることを表現し
た用語である8�� 本来の �裾野	 の意味は� 後でも
述べるように� 金属�機械加工を中心とした �基
盤的技術	 が支える� いわば機械工業の共通イン
フラとしての工程�加工分野である9���狭義の
SI� しかし� そうした部品だけでなく素材をも含
んだ� いわゆる �中間財 �投入�	 の広範な部分を
指している��広義の SI��場合もあるが� �素
材	 は主として大企業に担われるためここでの対
象外である� また同様な理由から� �産業機械	 な
ど �資本財	 も考察からはずし� 中小企業分野の
みを取り上げることにする10��
実際� 各国で使用されるのは比較的最近で11��

それまではもっぱら大企業と中小企業の� �外注


下請	 によるリンケ�ジの課題として捉えられ
てきた� マレ�シアの場合� IMP2において中小

企業は� それぞれのクラスタ�の基盤を支えると
いう限りで� 初めて SIとしての位置を与えられ

た� SMIDECは IMP2とともに発足したのだか

ら� 当然この課題を担うはずであるが� 実際には
どうであろうか�

� 裾野産業 �SI� 育成の課題

�1� 国産化�現地調達の課題
1981年から今日まで続くマハティ�ル政権

は� 1986年のポスト NEP
IMP1以来ブミプト

ラ政策を緩和し� 外資をより積極的に導入するこ
とで� 工業化を推進してきた� すでに NEPにお

いて始まった �輸出志向工業化	 は� 旧 �産業調
整法	 の頚木をはずされて� 本格的な発展局面を
迎えたのである� しかしマハティ�ル政権は同時
に� というよりもそれに先行して� �第 2次輸入

代替工業化	 を開始していた� 1983年のプロト

ン社設立による �国民車	 構想である� �第 1次	
が軽工業を対象としていたのに対し� �第 2次	
の場合は自動車�鉄鋼�セメントといった重化学
工業であって� 国内産業構造の高度化を目指し
た� つまり �輸出志向工業化	 と同時に �輸入代
替工業化	 を進めようとしたのである� 後者につ
いても外資の積極的参加を呼びかけた結果� 韓国
などとは異なって� 二重に外資依存度の高い工業
化戦略となった� とはいえ� 自国企業による経済
的自立� つまり �国民経済	 の成立をめざす立場
からは� 最初は外資系企業によるのであっても国
内生産という意味で� そして次には自国企業によ
るという真の意味で� 国産化が追求されるのであ
る�
�輸入代替工業化	 は国策企業を中心に最初か

ら �国産化	 をめざすが� 原材料�部品のすべて
を国内地場企業が供給できるわけではない� それ
でも経営主体が国ないし自国経営者なので� �現
地調達	 を意識的に追求できる� しかし �輸出志
向工業化	 の場合は� 最終組立加工を担う外資系

8� 井出 �2001�� 21ペ�ジ注 7参照�
9� �すべての機械工業関連分野� そして家具や暖房器具と
いった多くの金属使用製品分野の共有の加工専門化企業

群	 �渡辺幸男 �日本機械工業の社会的分業構造
� 有斐
閣 1997年� 161ペ�ジ� が �裾野産業	 の意味に近い�

10� たとえば竹内 �1993�� 14ペ�ジ� みられるように SI

の定義は曖昧であって� 多くの問題が重なっている� た
しかに組立 �周辺	 というもともとの意味では産業リン
ケ�ジの問題だが� �裾野	 分野における基盤的技術の移
転が行われなければ実現しない� また� �資本財	 産業の
本格的成立がなければ �裾野	 分野の育成も困難� との
指摘がある �田中 �1999�� 77�81ペ�ジ�� 後注 16も

参照�
11� 正確には �受け入れ	 が正しい� SIの初出については

まだ確認していないが� 1988年� 日本の ASEAN援助

計画 �ニュ�エイド�プラン	 の中に登場し� 90年代後

半になって SI開発調査がされるようになって� やっと市
民権を得たに過ぎない�
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企業が� �自由貿易地帯 �FTZ�� と呼ばれる隔離
された場所に進出するため� 当面は現地経済とリ
ンケ�ジをもたない欠点がある� �飛び地経済�と
してこれまで批判されてきたが� 実際には周辺や
他地域でも同様な優遇措置を受けられるようにな

り12�� そこから様�な波及 �スピルオ�バ�� 効

果が期待された� 今日では� 同種企業そして
�上	下流� の関連企業が特定地域に集中立地す
る �産業集積� によって� こうした効果が加速す
ると考えられている�
ところが現実には� 外資の大量流入
直接投資
に伴う資本財輸入が� 1990年代初めをピ�クに
1995年 20.1�� 2000年 15.1�とその比重を低
下させているのと対照的に� 中間財の輸入がこの
間増加して� かつては総輸入の 40�台だったの
が� 1995年 65.0�そして 2000年には 73.8�を
占めるまでに至った �表 5�� 確かに� 1997年ま

12� �FTZの周辺部に次�と工業団地の開発が実施され�
セットメ�カ�やサプライヤの進出の急増を吸収できた
こと� �石筒 �2000�� 122� 123ペ�ジ� が� 後述の
�集積� を可能にした� こうした工業団地に �保税工場
�LMW�� の資格を与えれば� FTZに立地するのと同じ

条件になる�

表 / マレ�シアの商品貿易� +33/
,***年
�単位 � +**万リンギ� カッコ内��

率 +33/年 ��� ,***年 ���
平均年成長

+330
,***年 ���

総輸出

農業 ,+,0., � ++.1� ,,,3+. � 0.+� � +.+�
鉱業 +*,1,- � /.2� ,0,2*+ � 1.,� � ,*.+�
製造業 +.1,,/- � 13.0� -+1,3-1 � 2/.,� � +0.0�
その他 /,-03 � ,.3� /,0// � +./� � +.*�

計 +2.,321 �+**.*� -1-,-*1 �+**.*� � +/.+�
総輸入

資本財 -3,+,1 � ,*.+� .1,*0. � +/.+� � -.2�
中間財 +,0,--2 � 0/.*� ,-*,0++ � 13.2� � +,.2�
消費財 ++,31/ � 0.,� +1,-1, � /.0� � 1.1�
その他耐久財 3,010 � /.*� ++,*1* � -./� � ,.1�
再輸出 1,,,3 � -.1� 0,-*3 � ,.*� �
,.1�

計 +3.,-./ �+**.*� -+,,.,1 �+**.*� � +*.*�

�出所� EPU, Malaysia �,**+b�, Table ,-., p. -+�

表 0 マレ�シアの国際収支� +33*
,***年
�単位 � +**万リンギ�

+33* ,***

��� �
� �収支� �十� �
� �収支�

商品貿易収支 11,./2 1*,-0/ 1,*3- -1,,112 ,3-,,/0 13,/,,

サ�ビス収支 +/,231 ,/,0,* �3,1,- 0*,1,+ +*+,-./ �.*,0,.

�うち�
航空�保険 +,/,- /,-0* 
-,2-1 /,032 +2,/.2 
+,,2/*

純投資収益 .,/** 3,/1, 
/,*1, 0,3*1 -.,23, 
,1,32/

他のサ�ビス ,,23/ .,-+- 
+,.+2 ,,,+-0 --,0,3 
++,.3-

移転収支 01- /,0 +.1 -,,,3 +*,30. 
1,1-/

経常収支 3.,*,2 30,/++ 
,,.2- .-0,1,2 .*/,/0/ -+,+0-

資本収支 .,2,3 
,+,01*

�出所� EPU, Malaysia �,**+a�, Table ,-., p. .-�
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での経常収支の悪化は� 外国からの直接投資がも
たらす利潤�配当の本国還流と� 海外運送�保険
という �サ�ビス収支� 赤字によるものである
�表 6�� しかし� それをカバ�すべき �商品貿易
収支� 黒字を� 大量の中間財輸入によって目減り
させられていることも事実である�かつて� �輸出
志向� �輸入代替� を問わない� 全業種をつうじた
マレ�シア国内での付加価値率の低さが原因� と
言われてきた �前掲表 3参照� が� この事情は現
在でも変わらない� �高度化� ももちろん必要だ
が� 部品供給をふくむ国内産業リンケ�ジ �産業
内�産業間� の拡張が求められている� そのため
の第一歩が �現地調達� 規制� というわけである�
しかしながら� �現地調達�を進出外資に強制し
ても� その部品供給を担うべき国内地場企業に�
必要な技術�経営資源および資金力が欠けている
ことが認識された� ことにマレ�シア等の後発
NIEsにおいて� 地場の中小企業が部品供給産業
として成長していくには� 日本や台湾などで同業
者が育った時期と比較して� 困難が大きいとされ
る� すなわち� 第 1に� 完成部品を手掛ける 1次

メ�カ�が層をなして存在し� 外注してくれなけ
れば納入機会は発生しないが� �タイ�マレ�シ
アでは小規模な専門メ�カ�の少なさが内製化を
促進し� それがまた� 専門メ�カ�としての創業
を難しくするという悪循環がみられる� �さくら
総研 �1999� 84	85ペ�ジ�� 第 2に� 加工水準
の向上それを規定する生産設備の高額化が� 創業
資金を増大させている� 第 3に� 品質� コスト�
納期といった諸点で� 顧客の要求水準が高まって
いることである� およそ NIEs �第一陣� の諸地域
と比べて� より低い技術水準から出発しながら�
より高い水準のそれを要求される困難はいかばか

りであろうか�
従来 �技術移転� 問題とされた領域であるが�
ここではその全般に深入りすることは避け13�� 地

場
中小企業育成の課題に問題を絞りたい� そこ
で導入されたのは� 後者への発注が同時にさまざ
まな育成支援をともなうようなシステム� つまり
�系列� に代表されるような日本的な �下請け� 制
度である� すでに韓国では 1975年� 台湾では
1983年� そしてシンガポ�ルでもそうした制度
の政策的導入が図られ� マレ�シアもその例外で
はなかった �高田 �1994�� 37ペ�ジ��

�2� �下請け� 組織による中小企業育成
多くの途上国の場合� 外資系企業への �現地調
達� 規制が実効を上げず� 逆にこのことが投資を
阻害することを惧れたため� 実際に行われること
は抑制された14�� また� 規制ではなく外資系企業
からの技術移転によって同じ目的が達成される期

待もあって� しだいに �国産化� 政策の中心から
はずれていった� マレ�シアの場合� 現在でも自
動車部品についての �現地調達� 規制を続けてい
るが��ただし 2006年には撤廃の予定である

�� �FOURIN �2000�� 4	5ペ�ジ��その理由
は� もし完全 �自由化� してしまうと� ここで述
べる部品メ�カ�の育成プログラムに支障がある
と懸念しているからである� つまり同規制は､現
在では� 供給産業としての中小企業��正確には
�中小工業� ��育成政策を補完する位置付けを
与えられている� と考えたほうがよい�
すでに見たように� 政策のガイドラインが出た
のは 1992年だが� 実際の育成プログラムが登場
したのは� 1980年代半ばに遡る� MP4 �1980�
1985� において唱われた� 産業内リンケ�ジへの
取り組みは� 当時まだ着手されなかった� それが
具体化されたのは� マハティ�ル政権による �国
民化� 構想� 先述の �第 2次輸入代替工業化� を

13� たとえば Jomo K. S., et al. ed. (1999), Industrial Tech-

nology Development in Malaysia, Routledgeを参照のこ

と�

14� Battat et al. (1999) pp. 14-15参照� 原資料はUNCTC

(1981), Transnational Corporation Linkages in Develop-

ing Countries: The Case of Backward Linkages via Sub-

contracting, UNである� 国際機関では 1980年代初頭�
すでに �下請� 組織化への関心を示していることがわか
る�
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ともなった� IMP1 �1986�1995� の勧告がきっ
かけである�

1986年に登場した �下請情報デ�タベ�ス化
計画 �SCX��は� 部材を供給する地場中小企業と
完製品組立の大規模企業 �主に外資系企業� を�
その供給能力に関する双方向の情報開示によっ

て� 下請�外注関係の構築さらには合弁にまで�
マッチングさせようとしたものである� しかし�
製造業全般を対象としたこの SCXにおいて� 登
録数は相当多かったにもかかわらず� 現実にマッ
チングを果たした企業はわずかで� 役に立たな
かった� 地場中小企業の生産能力が国際水準に達
しないことが最大の原因である �Meyanathan

�1994�� p. 54��
下請�ベンダ�企業の� 技術力に限らず� 各種
の経営資源の不足を補い� その育成にまで関わっ
たリンケ�ジ	プログラムが必要となった� その
最初のものが� �ベンダ�育成プログラム
�VDP��である�詳細は次章に譲るが� 1988年の

�プロトン部品計画 �PCS�� に始まり� 1993年か

らは �三者協定下請け育成計画 �TVD��という形
で一応の完成をみている� これには� 1992年に

�電気	電子部品計画�として始まった�エレクト
ロニクス分野の VDPも合流している� したがっ
て� マレ�シアの国産化事業の中心である �国民
車� プロトンと� 主力の輸出�外資依存産業たる
電子機器にかんして�いわば �産業内リンケ�ジ�
として �下請け� 組織が進められたのである15��
それは産業構造全体に関わる �産業間リンケ�
ジ� の構築として取り組まれたわけではない�
次に述べる IMP2 �1996
2005� において�

�クラスタ�	ベ�ス産業開発アプロ�チ� �以下
�クラスタ�	アプロ�チ� と略す� が提唱され�

1996年には Industrial Linkage Programme

�ILP� が発表された� ILPは VDPことに TVD

と異なり� 技術サプライヤ�も加わって� 世界水
準に対応すべく技術力向上を図る点に特徴があ

る� しかし内実は� VDPの所轄がMITIから�
1995年新設の企業家開発省 �MED� ��ブミプ
トラ企業支援が主目的��に移った結果� 同じく
1996年新設の前出 SMIDEC �MITIの下部組織�
が� �しかたがないので� VDPに代わるものとし

て ILPを創設した �国際協力事業団 �1999�� 14

ペ�ジ�� とも言われている� いずれにしても�
ILPも VDPと同様� �下請け� 組織化による産業
内リンケ�ジを主眼とし� 産業間リンケ�ジある
いは共通する産業インフラとしての� 本来の裾野
産業��狭義の SI��の位置付けはなされてい
ないのである �後述��

�3� IMP2におけるクラスタ��アプロ�チ
IMP2は �中央銀行傘下のシンクタンクである
マレ�シア経済研究所 �MEIR� と米国のマグロ
ウヒルが実施した調査に基づいている� �竹内
�1997� 8ペ�ジ�� さらに� ベ�スとなる電子機
器産業の分析については� 独立系の国際戦略研究
所 �ISIS� が UNIDOと共同調査をしているから�
IMP1同様に国際機関� そしてアメリカ流の開発
手法の影響を受けている� 実際そこで出された�
バリュ�チェ�ンに沿った高付加価値化戦略であ
る �マニュファクチャリング����そして産業集
積の考えに則った �クラスタ�	アプロ�チ�は�
まさしく米経営学者M.ポ�タ�の概念を適用し
たものである� 前者は� 製造業活動のすべてのプ
ロセスと機能を統合することで� 産業リンケ�ジ
を構築し�生産性	競争力を高める�この戦略は�
高品質で効率的な中間財	サ�ビス供給に支えら
れた� 革新的企業の集積を必要とする �MITI

�2000�� p. 10��
後者を理解するためには� Chiu �1999� の作成

した表 7が役立つ� たしかに �それぞれのクラス
タ�の基盤には� サポ�ティング企業として主に

15� あとで見るように� ここで �下請け� とは� �外注� 一
般つまり subcontractingや outsourcingと区別して�
長期	専属取引を基本とする日本型の� �下請系列� ある
いは �下請制度� を指す� ただし� subcontractingの邦

訳として �下請� の用語を使う時もあるので� 注意され
たい�
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地場中小企業� 合弁中小企業という 2つの担い手

が想定されている� �69ペ�ジ� のだが� コアと
なる企業は各クラスタ�でそれぞれ異なる� �国
際市場連結� クラスタ�では多国籍企業 �外資��
�政策主導� クラスタ�では政府系企業� そして
�天然資源ベ�ス� クラスタ�では地場企業で
あって� 依然として分裂した経済�産業構造をそ
のまま反映している� 中小企業に担われたサポ�
ティング�インダストリ�は� クラスタ�ごとに
相互に分断されるのであろうか	
マレ�シア政府刊行物に共通した� 裾野産業

�SI�についての明確な定義は見いだされない �青
木 �2000�� 118ペ�ジ�が�おおよそ金属加工�

機械加工を中心とした分野を指し16�� リ�ディン
グ産業たる電子機器�自動車に部材を供給する産
業であることに間違いないだろう� しかし �それ

16� 確かに� マレ�シア工業開発庁 �MIDA� では� �パイ
オニア�ステ�タスまたは投資税額控除の対象とされる
奨励事業及び奨励製品� として �サポ�ティング産業�
製品� という項目を定めており� 具体的には金属鋳造�
鍛造� メッキ� 機械加工� 金型� タ�ビンエンジンなど
を含めている� 一般的には �1� 素材 �原材料
 鉄鋼� 樹
脂等�� �2� 資本財 �工作機械� 産業機械� 金型�� �3�
部品 �半導体� 電子部品� プラスティック成形部品� 金
属部品� 熱処理� 表面処理�� �4� 副資材 �梱包材料等�
の 4分野とされる �日本輸出組合 �1998�� 34ペ�ジ�
が� すべての製造業とくに機械産業に共通して供給また
加工を行う� という視点はない�

表 1 クラスタ��ベ�ス産業開発アプロ�チによる産業�業種の分類

クラスタ�の種類
想定される

中心的担い手
産業グル�プ 業種クラスタ�

国際市場連結

Internationally�linked

多国籍企業 電機�電子機器 電機�電子機器

繊維�アパレル 繊維�アパレル

化学 薬品

石油化学

政策主導

Policy�driven

政府系企業 輸送機械 自動車

,輪車

海上輸送機械

飛行機

素材 ポリマ�
金属

合金

セラミック

機械�機器 機械�機器

天然資源ベ�ス
Resource�based

地場企業 天然資源ベ�ス 木材関連製品

ゴム関連製品

パ�ムオイル関連 �食用�
パ�ムオイル関連 �非食用�
ココアとココア関連製品

農業�食品 魚�魚製品
家畜�肉製品
果物�野菜
花栽培

�出所� Chiu �+333�� 02ペ�ジ� 原資料はMITI �+331�, Malaysia International Trade and

Industry Report +330/+331, p. ,00�
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によって産業間ないし産業内リンケ�ジを形成し
ようとしているのである� とか �クラスタ��ア
プロ�チは支援産業とリンケ�ジの両方を目指す
スキ�ムである� �同�いずれも 118ペ�ジ�との
評価は正しいであろうか� ILPについての先述

の設立経過からわかるように� こと中小工業育成
にかんする限り� このアプロ�チによっても� 基
本的に �下請け� 組織の VDPを大きく出ていな

い	 つまり� それ自体は産業内リンケ�ジに留ま
り� 産業間リンケ�ジの核心部分� 各種機械工業
の共通した素材�部品にかんする金属加工とい
う� 文字通り �裾野� を形成するものではない	
自動車および �機械�機器� に関連して育成され
る� という反論はありうる	 しかし電子機器クラ
スタ�はどうであろうか� そこに特徴的なの

は� 後述するように� クラスタ�形成を国内に留
めないこと� 高度情報化
知識集約化につながる
マルチメディア�ス�パ��コリド� �MSC� 構
想に流れていることである	

�4� 通貨危機で露呈した �二重経済� の脆弱
性

今日では� 1997年の �アジア通貨危機� の原因
について� IMFなどが強調した当該国のファンダ

メンタルズの悪化による �経常収支危機� 説では
なく� むしろ当の IMFが推進した金融の自由化

あるいはグロ�バル化そのものに背景があり� そ
れが当該国�地域の拙劣�未熟な通貨金融制度�
政策と結びつき� そこに規制されない国際投機資
本が付け入って生じた� と指摘されるようになっ
た	 現在の国際通貨
金融市場および制度がもつ
欠陥から�固有にこの分野で発生展開した� �資本
収支危機� であるとの説が有力である17�	
しかしながら� これら地域の多くが �バブル経
済� にあったことも認められている	 つまり� そ

こには実体経済との遊離があって� それへの収束
が回避され� 何らかの �構造改革� を先送りして
いたことを示している	 実体経済を大きく変えつ
つあったもの� それこそが今回の �危機� の深層
にある	 詳しくは述べないが� マレ�シアに代表
される外資依存の �輸出志向工業化� 路線が� 一
つの曲がり角に来ていること� その �修正� の方
向がまだ見えない矢先に起こったのが �アジア通
貨危機� であって� IMFに主導されようが��そ
の方向がすべて適切だったわけではないが��さ
れまいが� �構造改革� を迫られたのである	
�二重経済� をもたらした開発政策そのものの

反省がないまま� 輸出
国際競争に規定された
�高度化�要求と�他方で経常収支の悪化により部
材 �輸入代替� を直接的な目的として� SI育成が

登場した	 産業内のリンケ�ジを日本型の企業間
関係 �下請け� に担わせ� その結果� 下請け中小
企業が SIとしての層を成す ��� ことから� 産業
間のリンケ�ジも果たすことが期待された	 はた
してそれは可能なのか� 少なくとも SI育成とい

う観点から� いま一度� 代表的分野での �下請け�
組織の実態に迫ってみたい	

� 自動車�電子機器産業における下請化
�SI育成�

�1� 自動車部品における一定の進展
1983年のプロトン社設立は� 当初から自国の

部品産業�供給企業 �ベンダ�� 育成を� その目
的の 1つとしていた	 しかし実際に VDPが実施

されたのは� すでに見たように� 1988年になっ

てからである	 プロトン部品計画 �PCS� は明確
にブミプトラ企業に限定された� �優良�中小企業
への優先購入� 技術指導� そして政府融資の取り
組みである	 そもそもプロトン自体が �自動車産
業へのブミプトラの参加� を掲げ� �国民化� が
�ブミプトラ政策�の一環であることを�端的に示
していた	 もっともブミプトラ以外のベンダ�
��外資系企業を含んで��抜きには� 部品現地
化は進まない	

17� たとえば大野健一 �2001�� �アジア危機の原因と政策
対応�� 渡辺利夫編 �アジアの経済的達成�� 東洋経済新
報社� 参照	
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表 2�a プロトン社による部品現地化
�部品数�

年
プロトン

内製部品
現地企業 Resourced 合計

+32/ +10 /, � ,,2

+320 .1 /* � 31

+321 +. /3 � 1-

+322 +*2 +3 � +,1

+323 +1. +3* +, -10

+33* / ++* �, ++-

+33+ . +/3 * +0-

+33, �,03 +-+�,03 2 +-3

+33- +-/ +,.-3 3 +,/2-

+33. � /-, +- /./

+33/ n.a. n.a. n.a. -2.

+330 n.a. n.a. n.a. +1,

+331 n.a. n.a. n.a. ++0*

合計 .,++0

�出所� 穴沢 �+332�� 30ペ�ジ� プロトン社内資料�
�注� *+331年の数値は� 1月末現在のものである�

各年の増減数を表す� +33,年に内製数が減少した理由は� 部
品生産子会社の設立� そこへの移管による� +33-年の急増は新

モデルの追加による� なお Resourcedとは ASEAN域内の関

連会社からの調達分�

表 2�b プロトン社の新規ベンダ�数
�単位 �社�

年
新 規

ベンダ�数
数

新 規

ベンダ�数

+32/ +1 +33- +3

+320 +0 1994 -

+321 1 1995 +*

+322 0 +330 +-

+323 ,+ +331 +**

+33* ++

+33+ ,+

+33, 1

合計 +0+

�出所� 同上
�注� *+331年の数値は� 1月末現在のものである�
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穴沢 �1998� の詳細な調査によれば� 1997年

�通貨危機� 直前 �7月末� の時点で部品現地化の
到達点は� 内製分もふくめて 4000点余り� そし
て新規に加わったベンダ�は 160社余りであ

る18� �表 8�� この数字を多いと見るか少ないと見
るかで� 評価は異なってこよう� しかし� そうし
た評価の前に論ずべきは� VDPを実際に担った

のが誰か� という主体の問題である�
注目すべきは� プロトン社のベンダ�育成に対
する� 三菱自工の積極的な参与である� 技術パ�
トナ�としてこの合弁事業に加わった三菱自工
は� 1988年同社に社長を送り込み� PCSを担い

うるプロトン社自らの現場改革を進めた� それと
並行する形で同年� 新型車開発を機にベンダ�育
成を本格化し� ベンダ�への巡回指導を開始した
のである� 1992年には QCD �品質�費用�配送
の改善� 活動および 4M �人材�材料�機械�方
法のチェック� 活動� さらに翌年には TCA �目標
費用達成� 活動と� 次	に日本的な �
� 改善�
管理の手法が持ち込まれる� しかし� より日本的
と思われるのは� 三菱自工の下請け企業との技術
提携� マッチメイキングである� また 1992年に

は� プロトン社の協力会 PPPが設立されている�
これは三菱自工の �柏会� など� 日本のそれをモ
デルにしたものである �以上� 穴沢 �1998�� 96

�102ペ�ジ��
Rail �1999� によれば� 1996年末にプロトン

社は� 1次サプライヤ� 140社� 2次サプライ

ヤ� 500社を擁し� そのうち 7社には資本参加

している� まだ 2層に過ぎないが� �プロトンの
供給体制は垂直的に構成され� ピラミッドのよう
な構造を成している� �p. 15�� 総じて� マレ�シ
アにおける機械産業��電子機器産業も含めた
VDPは PCSをモデルとしているから��全般に
ついても� その部品供給体制のモデルは日本の

�系列� であったと言って差し支えないであろう�
ともあれ� 自動車産業について 1999年末� 主力
製品 Kancil��これはプロトン社ではなく兄弟
会社であるプロデュア社の製品であるが��の現
地部品調達率が 72ポイントに達した �FOURIN

�2000�� 5ペ�ジ� ことには� こうした �下請け�
組織の効果も表れていると思われる�
限界があるとはいえ� プロトン社の VDPは�

国および合弁外資 �三菱自工� の強力な指導�関
与のもと� 一定の成果を上げえた� しかし� �BBC

スキ�ム� と呼ばれる �ブランド別自動車部品相
互補完流通計画� �清水 �1998�� 109ペ�ジ� に
支えられた� 近年の外資系自動車メ�カ�による
域内集中生産の動きは� 後述する経済統合の加速
とともに� これまでの �国産化� 路線自体を脅か
すものとなっている� なぜなら� 部品の 3割近く

を輸入に頼っており� なおかつ �国産化� 部品の
ベンダ�には相当数の外資系企業が含まれている
からである�

�2� BBCスキ�ムの意味
1988年調印された同計画は� ASEAN各国が

自動車産業において �輸入代替� を最終組立から
部品生産にまで進めるために� �規模の経済� �ス
ケ�ルメリット� を実現する集中生産を可能にす
べく� 部品貿易を自由化する枠組であった �清水
�1998�� 120ペ�ジ�� それは最初から� すべて
の部品生産を各国で �現地化� することを� 外資
系自動車および部品メ�カ�のレベルでは� 諦め
たことに他ならない� あるいは� 各国において�
外資系自動車部品製造が担わない部品�加工領域
を� 自らの施策および地場企業が補う予定であっ
たのか
 ともあれ現実に �輸入代替� 産業であ
る自動車産業においても� 部品供給については国
際�域内分業が形成されつつある� たとえば図 1

は� 自動車部品生産の ASEAN域内における� グ
ル�プ内国際分業の 1例である� 見られるよう
に� シンガポ�ルが �リ�ジョナル�ヘッド
クォ�タ�� の地位を占め� マレ�シアおよび各

18� あとで見る Rail �1999� の数値は� 調査時点も若干異
なるが� 全てのベンダ�企業��当初から加わっていた
企業を含む��に関するものである�
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国は特定部品をそれぞれ集中生産している�
さらに� 1992年第 4回 ASEAN首脳会議で基

本合意された �自由貿易圏 �AFTA�� 構想� そし
て� あくる 1993年から 10年間で全製品の域内

関税�非関税障壁をゼロにするという� �共通実
効特恵関税 �CEPT�� の実施が日程に上ってくる
と19�� 事態はいっそう深刻である� おそらく BBC

スキ�ム自体が ASEAN域外�とくに隣接するア
ジア地域での当該自動車メ�カ�の部品生産を恐
れ� 今度はWTOによりいっそう高まった競争圧

力��中国	��を感じて� 受け入れられたので
あろう� そうした競争条件の下� なるべく多くの
部品産業
SIを自国に残しておきたい�と努力が
続けられる� それでもマレ�シアの場合� PCSや

VDPで育成された地場ベンダ�は� そしてプロ
トンは� 国内においても従来の地位を守ることが
できるのだろうか�20� 次に� 当初からこうした

外資との関係を抱えた� 電子機器分野での VDP

について考察してみたい�

�3� 電子機器部品における困難
電子機器分野について VDPが導入されたの

は� 自動車
プロトンに遅れること 4年� 1992

年の �電機�電子コンポ�ネント�スキ�ム� で
ある� 地場企業のサプラ社と日系のシャ�プ�ロ
キシ�社がアンカ�企業に指定され� それぞれが
開拓したベンダ�に政府融資が行われた� これは
�2者協定� であるが� 1993年には民間金融機関

も加えた �3者協定� �既述 TVD� が発足してい
る�穴沢 �1995� は当時� プロトンでの PCS成功

がこれら VDPの拡大につながった� として次の
ような �期待� を述べた� 第 1に個�のベンダ�
が対象であり焦点が絞り込める� 第 2にアンカ�
企業の包括的な支援そして TVDでの金融支援が

期待できる� 第 3に民間企業どおしの妥協を許さ

ないビジネスライクな関係� しかも継続的な結び
つきが生み出される �258
259ペ�ジ�� 同様
に� VDPが民活化の流れに沿い�外資系企業と国
内企業との連係強化を促進する� またこうした
�系列システム� が日本のそれを移転する試みで
あることも付け加えている�

19� �通貨危機� 後その実施が危ぶまれたが� 1998年の第

10回 ASEAN首脳会議では逆に� 2002年 1月へと目標

時期が前倒し決定された�
20� AFTA による自動車市場自由化の結果� プロトンの
シェアは 3 割にまで低下する� と発言した三菱自工か
らの出向取締役が� 赴任後わずか 2 週間で辞任�帰国
するという �事件� が起きている �Malaysia Business

Times, Aug. 8, 2000��

図 1 ASEAN域内におけるグル�プ企業間の補充体制

マレ�シア �1社� タイ �D社�
集中生産品目 集中生産品目

�エンジン ECU
�リレ�� フラシャ
�エアコンレシ�バ

�電装品パ�ツ
�オルタネ�タ�

シンガポ�ル
リ�ジョナル�ヘッドクウォ�タ�

インドネシア フィリピン

集中生産品目 集中生産品目
�エアコンプレッサ�
�ホ�ン �メ�タ�クラスタ�

�出所� 青木 �2000�� 133頁� 原資料は� 機械振興協会経済研究所 �アジアの時代にお
ける下請中小企業のサポ�ティングインダストリ�戦略� 1999年� 63ペ�ジ�
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しかしながら 5年経って� 穴沢 �2000� は �育
成されたベンダ�数をみても VDPは当初期待さ

れたほどの成果をあげていない� �14ペ�ジ� と
批判する� 調査時点である 1998年� アンカ�企
業は 76社� 育成されたベンダ�企業は 196社で

あった21�� これは当初計画の� それぞれ 80社�
800社と比較すると� ベンダ�育成数があまりに
少ない��計画自体が過大であったとしても� そ
の理由として� 第 1に育成対象がブミプトラ企業

に限定されていること� 第 2に技術者の流動性に

よってベンダ�の技術力が蓄積されず� また指導
意欲も殺がれてしまうこと� 第 3に新規取引の際

に既存の下請け関係を調整する必要があること�
第 4にアンカ�企業自身が下請け企業に技術依
存していて� 高度な部品技術については指導でき
ないこと� などを挙げている �12	13ペ�ジ��
アンカ�企業のうち 39社が電子機器産業に属

すとはいえ� 他に木材産業の 13社そして自動車

産業の 3社が含まれるので� 必ずしも電子機器産
業に限った特徴ではない�またベンダ�企業を SI

とみなせば� 個
の機械産業にそれぞれ属すとみ
るべきではない� 電子機器産業には上記の��い
わば共通する��制約に加えて� 次のような問題
があるだろう�たとえば�さくら総研 �1999�は�
�エレクトロニクス産業においてはセットメ�
カ�とサプライヤ�の取引関係はより流動的であ
り� 基幹部品の内製度合いが高いため� 技術面で
の相互作用の範囲も相対的に小さい� �186	187

ペ�ジ� と� 日本国内の特徴を述べた後� 日系企
業のアジア展開について �概して現地調達率は完
成品で高く� 部品で低いという傾向がみられる�
�192ペ�ジ� としている�
基幹部品は内製ないし自前の別工場による �現
地化� がなされ� 地場企業が入り込む余地は少な

い� 一般電子部品も日系進出メ�カ�によって
�現地調達�が可能である� �下請け�すなわち �外
注品については� 輸送コストや加工の制度によっ
て現地調達のレベルは大きく異なる� 筐体�
シャ�シのように容積のあるもの� 形状の単純な
ものは真っ先に現地化されるが� 精密なプレス部
品や手作業が多い切削物などは調達が難しい場合

が多い� したがって� 大きさが小さい電子部品向
けの外注品のほうが現地化は難しいと考えるのが

順当であろう� �193ペ�ジ� という�
しかしそれ以上に重要なのは� 外資�多国籍企
業のこの地域での国際生産ネットワ�クの形成�
またその条件ともなった� FTZによる外資依存

�輸出志向工業化�政策のもつ矛盾である�日系企
業のアジア展開がすすむにつれ� 大規模な生産を
行う拠点が形成されると� そこでは現地市場では
なく�輸出および間接輸出 �輸出企業向けの販売�
を主目的とするようになってきた� FTZを典型

として� �輸出向け製品の中間財に課せられる関
税はほとんどの国で免除または還付の対象とされ

ているため� 中間財の輸入に対する制約は小さ
い� その結果� 近隣諸国間で中間財を供給しあう
産業内貿易が発達し� �192ペ�ジ�� 特定国で特
定部品を集中生産する国際分業体制ができあが

る22�� このため各国ごとに見れば� SI内のリン

ケ�ジが分断され� �下請け�による分業組織は制
約される� カスタム性の高い部品は� 近接立地し
た工場�企業に外注する方が有利だが� この場合
は��上述の基幹部品と同様��地場企業の技術
力が不足しているだろう�

�4� �国民家電� 構想の頓挫と新たな巨大プロ
ジェクト

自動車に次いで電子機器分野でも �国民化� が

21� 2000年末の最新数値として� ブミプトラのベンダ�企
業が 256社� アンカ�企業が 82社� 金融機関が 18社と

なっている �EPU �2001b�� p. 247�� 確かに 2年間で

相当数増えている� しかし目標数からは程遠く� プロト
ン社を除くと� アンカ�企業あたり平均 1	2社のベン

ダ�企業という実態に� 変わりない�

22� 自動車など �輸入代替� 産業と違って� 電子機器のよ
うな �輸出志向� 産業の場合� こうした特典によって�
BBCスキ�ムのような自由化措置が域内レベルで合意さ
れなくとも� すでに各国で部品貿易の自由化がなされて
いた� と同様な効果を持っていたわけである�
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試みられた� それは� マハティ�ル首相の �国民
家電化� 構想に従い� MEC �政府出資会社� が自
己ブランド家電の生産を� �MECシティ� と呼ば
れる新設工業団地で� 大�的に行う予定であっ
た� そこには家電部品の供給を担う� 中小企業も
集積する ��ベンダ�	シティ� 構想� はずであっ
た� しかし� 2001年現在このプロジェクトの進

展は聞こえてこない� �クラスタ�	アプロ�チ�
によって �国際市場連結� とされた分野では� た
とえマレ�シアの国内市場を目指しても� やはり
外資
多国籍企業のブランド力は大きく� その壁
を打ち破ることは容易ではないのである�

IMP2では� こうしたマレ�シア	ブランドの
自国多国籍企業や� 輸入部品の国産化を担う中小
企業の育成と並んで� より外向的な��ある意味
で野心的な��開発目標が掲げられた� 1つは知

識集約的な情報技術を中核とした諸産業の育成�
端的にはMSC構想である� ここではその詳細に
触れることはできないが23�� はたしてそれがこの
国の �二重経済� 状態を改善するものか� 疑問に
思うのは青木 �1998� だけではないだろう�
さらに注目されるのは� 国境を越えたクラス

タ�形成 �MITI �1996�� p. 75�� の提唱である�
竹内 �1997� の解説によると� �近年の労働力逼
迫を緩和し� 国内の企業活動をより高次のものに
移行させるために� 周辺国への生産移転を積極化
する動きである� �11ペ�ジ�� ASEAN地域の産

業集積には� 同一国内の工業団地だけではなく�
国境をはさむ複数国にまたがる地域での集積が知

られている� �成長の三角地帯� と呼ばれる� ジョ
ホ�ル州 �マレ�シア� ��シンガポ�ル��バ
タム島 �インドネシア� が代表的だが� ここでの
国際クラスタ�構想はマレ�半島北部� したがっ
てタイ南部とのリンケ�ジである� 結局� マレ�
シアにおける �クラスタ�	アプロ�チ� は� 国
内リンケ�ジ��産業内	産業間いずれにせよ
��を事実上放棄し� R&Dおよびマ�ケティン

グ	輸出というバリュ�チェ�ンの �両極� にあ
る� 高付加価値部分のみを国内に留めようとする
�高度化� 政策であることがわかる�

�小括� SI育成策としての中小企業政策の問題点

まず� マレ�シアの産業政策の枠組となる開発
政策において�輸出志向工業化 �EOI�と輸入代替
工業化 �ISI� を並存させる� 政策運営上の困難が
ある� 産業ごとに前者から後者へ� 漸次的に重点
移行させることは� 決して不合理な選択ではな
い� しかしマレ�シアの場合� 電子機器産業と自
動車産業に偏った振興策によって� 大きく産業構
造のバランスを失い� リンケ�ジの共通環である
SIの未成立の一因となった� ことに ASEAN域

内の経済統合が進むなかで� 前者の優位��保護
政策は後退��が明らかとなって� ISIによる国

内リンケ�ジはますます困難となった�
中小企業は基本的に産業内リンケ�ジを担うだ
けで�産業間リンケ�ジの核にある�狭義 SIを担

うものとしては認識されていない� その産業内リ
ンケ�ジにしても� 外資
多国籍企業および輸入
への依存によって� 部材供給には最初から高い
ハ�ドルがある� EOI産業であろうと ISI産業で

あろうと� 直接	間接に国際市場の品質	価格ス
タンダ�ドが規定するからである� 産業間リン
ケ�ジの困難は� �二重経済� 化によって SIが分

断されているからだけではない� 多国籍企業の集
中生産体制への移行によって� ISI産業への部品

供給そのものも特定分野に限られてくる可能性が

出てきた�
リンケ�ジ政策としてとられてきた VDP


�下請け�組織の問題もある�もともと層の薄い部
材供給	中小企業を前提に� 日本式の �系列化�
は困難である� 日本の場合� 戦後の系列化が可能
となったのは� 戦前から膨大な小零細工業が存在
したからであって� それらは当初 �浮動的� 下請
をしていたに過ぎない� 戦後の �分業生産� はこ
うした前提のもとに� 輸出産業の SIとして政策

的に組織したものである �小倉 �94�� 13
2023� たとえば青木 �1998�� 85
91ペ�ジを参照のこと�
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ペ�ジ�� マレ�シアが現在どの段階にあるか判
断することは難しいが� 少なくともフィリピン
��部品メ�カ�の大規模化�多角化ないし組立
メ�カ�の内製化の段階24���などとは異なっ
て� �分業生産�組織化の課題に直面していること
は事実である�しかし日本的な系列化� �準内部�
化が唯一の解ではない� また外資�多国籍企業と
の関係が続く限りは� 後述する新タイプの産業集
積や GSPのような� 非日本型� �市場的� 組織化
も選択肢に入るだろう�
そもそも中小企業政策を� 産業政策のレベルで
あっても� SI育成に集約させることは困難であっ

た� �中小企業問題�の全貌がまだ十分把握されて
いない段階ではあるが� マレ�シア自身にとって
�二重経済� が真に桎梏と感じられ� EOI�外需主
導ではなく内需拡大が �国民経済� 形成のカギで
あると認識されれば� そこでの中小企業の位置付
けは自ら異なる� そうすれば SIも違った見方が

できるのではないか� 以下では� 最近の変化を摘
記する�

� 転換点に立つマレ�シアと中小企業

�1� ブミプトラ政策の転機�
1990年代に入って� 実はブミプトラ政策の再

強化が行われている� 1980年代後半からの外資

急増に比して� ブミプトラ企業の育成が遅れてい
る懸念が強まったためである 	以下� 川辺
	1995�� 26
27ペ�ジ�� 確かに NDPにおい

て� ブミプトラ資本所有 30�の目標設定には期
限が付けられなくなったが 	Chiu 	1999�� 61

ペ�ジ�� 実際には 100�外資の認可は削減され�
1992年からは設立が困難になった� また翌 1993

年からは� FTZあるいは LMW 	保税工場制度地
区� へ販売しても輸出 	間接輸出� とみなされず�
輸出比率 80�未満の企業は国内企業との合弁が
義務付けられるようになった� これは �明らかに
外資主導の輸出型組立産業の裾野産業に地場企業

の参入機会を与えることである� 	川辺 	1995��
26ペ�ジ��しかし�ここでの �地場企業�とはブ
ミプトラ企業のことである�
こうした �国産化� にかんする発言�構想はこ
とあるごとに登場している� 1990年 2月にラ

フィダ通産相が� 操業 3年目に入って最低 50�
の国産化率を達成していない電機産業外資には今

後優遇措置を適用しない� と発言し �国産化� 要
請を鮮明にした� 1993年には� MP 6の期間

	1991�1995� 中に製造業投資の内外比率を 60�
40にする� という �地場投資促進計画 	DII�� を
発表した� 最近でもMITI主催 �全国製造部門投
資セミナ�� 	2001年 3月 29日�30日� で� 同
通産相がやはり �マレ�シアの製造業投資の 6割

を地場企業からの投資にしたい� と希望を述べて
いる� しかし現実は異なる�
すでにみたように 1990年代前半� 中小企業政
策を所管する機関の整備が謳われながら� ブミプ
トラ優先 	MED創設�によって実現は遅れた�叙
上の理由があったわけである� しかし� 周知のよ
うに 1997年の �通貨危機� によって� こうした
�ゆれ戻し�は再びもとの外資優遇�否これまで以
上の The warmest welcome 	青木 	1998�� 201

ペ�ジ� に大きく振れるのである� ことにMSC

実現のためには� 外国企業に対してあらゆる分野
で� 最大限の譲歩��10年に限って 100�外資
を認めるなど��をしている� ただし地場企業の
なかでブミプトラ企業への政策優先は揺るがな

い�
つまり� �国産化�がブミプトラ政策と重なる一
方� �国産化� が一部後退したとしても� ブミプト
ラ優先は残る� 自動車�電子機器いずれの VDP

にしても� ブミプトラ企業が主な対象とされ� 既
存の多数派を占める華人系中小企業は疎外されて

24� 森澤 	2000� はフィリピンの場合について� �彼らの
多くが専業化の志向が弱く� 今回のアジア通貨危機の打
撃を受けて� 危険分散のための事業多角化を一面では強
めつつある
 �中略� 
他の ASEAN諸国と比べて� 家
電産業の市場規模が小さいため� よりいっそうロ�カ
ル�サプライヤの多角化を誘引するものとなっている�
	96ペ�ジ� と述べている�
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いた25�� 中小企業政策の社会政策的側面は依然と
して根強く� それが工業化政策としての側面をも
大きく制約していることは明らかである�

�2� 世界調達と GSP

今日注目されているのは� IT �情報通信技術�
を使った �世界最適調達� および �サプライ
チェ�ン�マネジメント� の動きである� ただし
ITが地理的空間的な制約を超越したというので

はない� 依然として輸送コストがかかり� JITな

ど多頻度納入が要求されれば� むしろ近接した地
域での部品供給が有利となる� このことは� 部品
メ�カ�が製品開発まで協力する� 日本式のサプ
ライヤ��システムを目指せば� なおのことであ
る� 端的に言って� 容量がかさばらず規格化�標
準化した部品については �世界調達� で構わない
が� そうでない特にカスタム部品や� 需要に応じ
て絶えず製品種�供給量を変動させなければなら
ない部品については� 近接した地点での安価で安
定した供給が望ましい� �安価� と書いたが� それ
は 90年代に入って� メガ�コンペティションと
呼ばれるように� 国際競争が激しくなり� 多国籍
企業自らが途上国における �現地調達� を行わな
くてはならない事態を指している�
これまで形成されてきた集中生産の国際拠点と

は別に� 無差別すなわち文字通りの �世界調達�
を行うのかも� 今のところ不明である� 日本では
もっぱら� 系列的な取引でない� 一般市場に近い
形での� 随時契約いわゆるア�ムスレングス取引
をイメ�ジしている� 2000年� 在 ASEAN日系

企業に対して行われたアンケ�トによれば26�� ま
ず電気電子組立メ�カ�における実施比率は
33.8	で最も高く� 先に述べた小型�軽量の規格

化�標準化部品の典型である電子部品の調達を�
徐
に �企業間電子取引� に依存している姿がう
かがえる �大八木 �2000�� 29�30ペ�ジ��そこ
でも� �公開入札による新規取引先の確保�がネッ
ト調達の最も大きなメリットの 1つであると言

われ�同じく重要なメリットとする �コスト削減�
も併せ� 系列外取引の意義を示唆している�
そうした意味において� 近接立地であっても

�最適調達�を同時に可能にするものとして�いわ
ゆる �産業集積�が注目されている27��つまり�日
本式の �準内部� 的な取引でなく� SIが産業市場

として自由に利用できる� そうした場所である�
たとえば中国�華南の珠江デルタ地帯がそれであ
る28�� マレ�シアのクラスタ��アプロ�チは�
マクロの産業構造の視角からのみ� 産業間リン
ケ�ジを述べたのではない�明らかに �産業集積�
を意識した� 新種の工業団地づくりであろう� し
かし� それが �国産化� の一環として �輸出志向�
産業で試みられたとき� MECの例でわかるよう

に� いわば世界標準の壁に遮られてしまう� やは
り進出外資との何らかの協力関係によって��そ
れもより自律度の高い形で29���SI中小企業の

育成が求められているのであろう�
たとえば UNCTAD �2000b�は� subcontract-

ingに限らず� より包括的な多国籍企業�地場中

25� ILPでは非ブミプトラ企業の参加も認められたが�
VDPに比して参加企業が少なく� �大企業を集めるのに
苦労しているのが実態である� �国際協力事業団
�1999�� 14ペ�ジ��

26� 日本貿易振興会による ASEAN4
シンガポ�ルの日系
製造業を中心とした調査�

27� �産業集積� を近接立地とのみ関連付けるのは適切では
ない� �世界調達� を行う多国籍企業が� やはりベ�スと
する拠点工場�事業所をどこに置くか� 確かにカスタ

ム的な� 需要変動に柔軟に対処しなければならない� 多
品種少量部品の供給が確保できる場所であろう� しかし�
国際競争の激化により� 条件次第で他のサプライヤ�に
変更できる� そうした自由度の高さをも求めている� い
わゆる �企業城下町型� ではない集積である�

28� �近年� 華南�珠江デルタ地域で事業を行う日系セット
メ�カ�は� 日本の系列や従来の取引関係にはそれ程こ
だわらず� 自由な取引形態を選択し� 非日系企業との取
引を加速している� �大八木 �2000�� 27ペ�ジ�� ただ
し� そこでの �非日系企業� の多くが� 進出してきた香
港�台湾企業である�

29� 小湊 �1999� は� 多国籍企業�組立業者の �世界調
達� と並んで� 日系部品業者の �脱専属的性格� の強ま
りも併せ� 日本型下請が適応しなくなった �進出側� の
論理を補強している �97�98ペ�ジ��
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小企業の連係 �linkageあるいは spillover� 諸形
態を� メニュ�として提示している� それはこの
間�アジアについては日本の主導によって� �下請
け� 制度の導入が図られてきた経過からすると�
大きな転機といえるかもしれない� 以下に述べ
る�ペナン州での GSPの試みも�そうしたマレ�
シア政府のこれまでのやり方に� 大きな反省を迫
るものである�

�3� ペナンの試みが示すもの
ペナン州は� 1972年にマレ�シア初の FTZを

開設して以来� 電子機器とくに半導体関連の産業
集積地となっている� 1986年以降の外資急増に

よって� 同州の経済活性化とともに� 労働力不足
による賃金高騰が生じ� 早くも技術集約的な生産
への移行が求められるようになった� 1989年�
ペナン州政府� ペナン開発公社 �PDC� および進
出外資をふくむ州内企業の協力によって� �ペナ
ン技術開発センタ� �PSDC�� が設立された�
PSDCの特徴は� メンバ�企業の従業員の技能研
修ばかりでなく� メンバ�以外の企業�個人の研
修も可能であること� そしてメンバ�企業が下請
企業にもここでの研修を求めていることである�
結果として� 州内全体の技能の底上げに貢献す
る� と同時に� 地場企業が外資系企業との連携を
強化するのにも役立っている �以上� 穴沢
�2000�� 15	16ペ�ジ��
設立時� 外資系が 25社� 地場企業が 6社で始

まっているが� 現在の参加企業を国籍別に見る
と� マレ�シア 31社� アメリカ 29社� 日本 8

社� ドイツ 7社� 台湾 2社� その他諸国が 1社ず

つ計 6社 �1社は日米合弁�� となっている� 当初
は別として� 今は独立の非営利団体であって� 他
の外部組織との協力をすすめる一方� 1998年に

は同敷地内にあった金型センタ��プラスチック
技術センタ�を吸収して� 研修体制は整備され
た30�� この同じ 1998年� 中小企業と多国籍企業

との戦略的パ�トナ�シップを図る目的で始めら
れたのが Global Suppliers Programme� 略して
GSPである� やはりマレ�シアではペナンが最
初である�

GSPの詳細については穴沢 �2000� に譲るが�
中央政府の VDPと比較すると� �計画段階から
多国籍企業がプログラムに参加する� �参加する
中小企業に共通した研修内容についてはコ�スと
して一括提供する� �研修を通じて中小企業の能
力を把握でき� なにより�ブミプトラ企業に限定
されない対象の広がりがある� これら GSPが

もっている優位性の原因としては� 第 1にメン

バ�企業が経営資源をプ�ルし誰でもアクセスで
きること� 第 2に地理的に集中し施策内容�対象
が絞り込まれ� 関係各方面とも接触が容易である
こと� また第 3に中央直結でなく� メンバ�企業
とくに米系多国籍企業の現地人社長が深くコミッ

トしていること� 最後に日頃から州政府と外資系
企業との対話があり� 地元経済への関心が醸成さ
れていること� が挙げられている �21	22ペ�
ジ��

GSPは始まったばかりであり� SMIDECを中

心に他地域へも普及が図られているので� 現時点
での評価には慎重でなければならない� しかし�
VDPよりも多くの可能性を感じられるのは� 指
摘されたような� 地方分権的で地域密着型� 参加
企業のイニシャチブを活かし� 開かれた運営�利
用といった点にある� その背景として� ペナン州
においては華人系住民の比率が高く �91年

49.2
でマレ�系 38.1
を上回る�� ブミプトラ
優先の政策を突出させられなかったこと� 早くか
ら電子機器の産業集積が進み� 中小企業が叢生し
ていることが挙げられよう� また進出外資が日系
に偏らず� 米系たとえばインテル社の場合� 1984

年から独自の下請け育成プログラムをもち �24

ペ�ジ� 注 �16��� おそらく日本型でないスタイ

30� 1989年から 1999年末までに� 研修コ�スは累計で
2,584� 研修参加者は 48,716名に上っている� �企業内�

のコ�ス�参加者が過半を占めるが� それとは別の �技
術向上� �キャリア向上� といったメンバ�外�個人ベ�
スのコ�ス�参加者の比重も大きい�
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ルが持ち込まれたと想像できる�
日本型 �下請け� の組織化を図った VDPの限

界を思うと� これらの示す意味合いは大きい� ま
ず� ペナン州の特殊性に規定された� ブミプトラ
政策の事実上の打破がある� それがもつ可能性は
逆に� マレ�シアが現在突き当たっている壁を示
唆する� また外資�多国籍企業の側にしても� も
ちろん米系であろうと��多国籍企業として共通
にもっている footlooseな性格から��楽観はで
きないが� 日本型と比較して� よりオ�プンな大
企業�中小企業関係を構築しており� �まだしも�
の希望を抱かせるものである� はたして中央政府
はこうした教訓を生かすことができるだろうか�

� おわりに

マレ�シアは� NIEs �第二陣� たる ASEAN4

の中でも� シンガポ�ルに隣接し絶えずそれを意
識しながら�外資主導の �輸出志向工業化�と �輸
入代替工業化� とを共に追求する� 先進モデルと
みなされてきた� しかし実際には� 常にシンガ
ポ�ルの後塵を拝し� 今度は中国による追撃に
よって� いわば挟撃された形となっている31�� い
つまでも労働集約的な電子機器	部品の最終組立
に特化していては� 早晩� 周辺途上国に立地上の
優位性を奪われてしまう� そうした懸念からマ
レ�シアは率先して �高度化�政策を採ってきた�
しかし� そのスピ�ドおよび内容に問題はなかっ
たのであろうか�
確かに� 人口 2300万人余という人的資源制約

によって� 労賃上昇は急速��1990年代には二

桁の伸びを見せた��であり� ジョブホッピング
や 3K職場の忌避も生じている� しかしこの原因

に� ブミプトラ政策による人的資源配置 
HRM�
の歪みが加わっていることに注意しなければなら

ない� また� ここでは述べなかったが� 大量の外
国人労働者の流入によって� 現在の工場	工程を
維持している側面があり� このことが逆に真の
�高度化� を阻んでいる可能性もある32�� つまり高
度化を支えるべき� モノ作りの基盤技術を担う層
が欠如している問題である� その点� 青木

1998� は �中位技術のトラップ� 
185ペ�ジ�
と呼んでいるが� それはハイテク投資をシンガ
ポ�ルに奪われることを指しているので� 認識が
逆である� 高付加価値化を目指そうとすれば� 基
盤的技術��これ自体は �中位技術� の基礎でも
ある��そのものが �高度化��つまり高精密加工
を担う熟練を伴わなくてはならないからである�
それとは別に� 以下の青木 
1998� の総括には

100�賛成である� MSC構想などメガプロジェ

クト主義にかぎらず� �マレ�シア経済は自国の
能力を超えてあまりにも戦線と規模を拡大してし

まい� むしろ失速しかねない状況に陥っている�

183ペ�ジ�� ことに SIを担う中小企業や熟練

工の育成に� 今のところ十分な成果を得られない
ままで� �高度化� �知識経済化� を進めれば� �二
重経済� はますます歪な姿となって��エスニッ
ク間の格差とは別に��国民統合を危うくする原
因となるであろう�
真の �国民化� とは何か�その主体と産業構造
が問われている� 一面で� ASEAN各国がとった

外資導入による �輸出志向工業化� が� 多国籍企
業による域内分業�集中生産の体制を導き� それ
ぞれ国内では偏りをもった産業集積を生み� した
がって産業連関がますます完結しなくなった� そ
のため� 地域経済統合をいっそう進めて相互補完
しなければ� いわゆる �国民経済� は実現できな
くなったのである� 他方で� 地域ベ�スの国民的
ニ�ズに応える� 非製造業をふくむ地場中小企業
の役割は� 逆に重要性を増すであろう33�� 単に全

31� ライバルはシンガポ�ルや中国ばかりではない� さら
にはタイなどが日系企業にとって� ASEAN地域で SIの

相当部分を集積した� 一大拠点となりつつある� 自動車
産業でのタイの優位性は� 日系だけではない外資系メ�
カ�の集中立地によるものだが� 電子機器産業について
もマレ�シアに次ぐ地位を占めるようになった� 両産業
の共通基盤を支える本格的な SI形成は� タイの方が可能
性は高いのではないか�

32� 青木 
2000� 122ペ�ジ参照�
33� 小湊 
1999� 104ペ�ジ参照�
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国レベルでの産業間リンケ�ジを担うだけでな
く� 地域ごとの経済循環を担う中小企業の役割で
ある� それは� 開発�工業化水準の向上にとも
なって� 都市化やいわゆる �中間階層� に代表さ
れる消費水準の上昇� これら �内需� の拡大に応
える形で伸びてゆく部分である� それも� かつて
の農村社会�共同体の自然発生的な性格から� ゆ
くゆくは地方分権の経済的基盤を支える��そう
した政策的位置付けを与えられるべき��もので
ある�
今回の �通貨危機� は一時的に EOI産業の相対

的安定� したがっていっそうの輸出志向を導いた
が� 2001年初からのアメリカ経済減速によって

打撃を受け� その過度な �外需� 依存という問題
をあらためて示す恰好となった� 外資依存だけで
なく� 世界市場に無制約に結びつけられるリスク
ないしコストを� 従来の �開発独裁� から脱しつ
つある国�においては� もはやグロ�バル化の利
益によって代償できなくなった� と言えないだろ
うか	 そこには� グロ�バル化そのもののコン
トロ�ルを前提とした� 新たな段階を迎えた �経
済民主主義� 実現の課題がある� 中小企業はその
有力な担い手の一つとして� 固有の活動領域を確
保されるべきであろう� だがマレ�シアを始めと
する国�は� その端緒を開いたばかりである�

日本大学大学院
グロ�バルビジネス研究科助教授�
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